
Hokkaido Research Organization 

 

 

 

令和３年 10 月６日 

報道関係各位 

令和２年度の主な研究成果を紹介します 
～ 最新２３成果 ～ 

 
 

 

 

 

 

 

 

◆再生可能エネルギーの利用拡大 ◆環境変動に順応したコンブ養殖 

 
 

（別添P２） （別添P９） 

  

◆ワインの製造残渣の活用 ◆エゾシカ囲いわなの開発 

 
 

食品・化粧品原料に活用 

 
 

新型わなで従来の２倍以上の捕獲に成功 

（別添P17） （別添P20） 
 

 

 

 

 

 

お問い合わせ・取材申込先 

北海道立総合研究機構 研究戦略部 連携広報Ｇ 担当：川上、岩渕 

TEL 011-747-2804 E-Mail：kawakami-gentaro@hro.or.jp、iwabuchi-seiya@hro.or.jp 

 

※ 取材希望等は、下記の問い合わせ先にご連絡ください。 

  また、Web 取材にも対応可能です。お気軽にご相談ください。 

 

ご希望の研究成果について 担当者が詳しくご説明します！ 
 

地方独立行政法人 

北海道立総合研究機構 

 

プレスリリース  Press Release 
 

園芸ハウスでの温泉熱・ガスの活用 

機能性成分を含む粉末 

ガス分離器 
園芸ハウス 

成長が従来法の８倍に（12月時点） 

mailto:kawakami-gentaro@hro.or.jp、iwabuchi-seiya@hro.or.jp


Hokkaido Research Organization 

 
 

 

 

令和２年度 道総研の主な研究成果一覧 

 

区分 タイトル ページ 

戦略研究 

道産食品の競争力強化・安定供給に向けた技術開発 1 

再生可能エネルギー利用拡大の取組み 2 

人口減少社会に対応した新たな地域の運営体制を考える 3 

農業 

目が浅くて害虫に強いばれいしょ「北育 28 号」 4 

太りすぎ・痩せすぎを防ぐ和牛の栄養管理 5 

小麦なまぐさ黒穂病防除対策の決定版 6 

黄色 LED でスイートコーンを夜行性ガ類から守る 7 

米作りを支える種子生産の経済性 8 

水産 

環境変動に順応したコンブ養殖技術の開発 9 

潟湖を活用した新たなサケ放流技術の開発 10 

ホタテガイ活貝輸送技術の開発 11 

気候変動と漁業の将来予測技術の開発 12 

森林 

風倒害を受けにくい森づくり 13 

木造中高層建築のための道産材の活用 14 

胆振東部地震で失われた森林の再生 15 

産業技術 

レーザー加工を利用した自動車部品用金型の長寿命化技術の開発 16 

ワイン製造残渣を利用した新規機能性素材の開発 17 

子実とうもろこし胚芽の食素材化技術の開発 18 

エネルギー 

環境 

地質 

次世代型地熱発電の有望地域評価手法の開発 19 

牧草地に適したエゾシカ囲いわなの開発 20 

土石流災害危険渓流のリスク評価手法の開発 21 

建築 

まちづくり 

被災者の恒久的な住まいの確保 22 

木質バイオマスの高効率な熱利用技術の開発 23 

※詳細は別添資料をご覧ください。 

地方独立行政法人 

北海道立総合研究機構 

 

プレスリリース  Press Release 
 



令和２年度

道総研の主な研究成果

令和３年10月

地方独立行政法人 北海道立総合研究機構



所　　属 資料タイトル（研究成果の概要） 機　関　名 研究制度 ページ

  道産食品の競争力強化・安定供給に向けた技術開発 戦略研究「食」チーム 戦略研究 1

本部
研究事業部

  再生可能エネルギー利用拡大の取組み 戦略研究「エネルギー」チーム 戦略研究 2

　人口減少社会に対応した新たな地域の運営体制を考える 戦略研究「地域」チーム 戦略研究 3

　目が浅くて害虫に強いばれいしょ「北育28号」 北見農業試験場 経常研究 4

　太りすぎ・痩せすぎを防ぐ和牛の栄養管理 畜産試験場 経常研究 5

　小麦なまぐさ黒穂病防除対策の決定版 中央農業試験場 公募型研究 6

　黄色LEDでスイートコーンを夜行性ガ類から守る 中央農業試験場 経常研究 7

　米作りを支える種子生産の経済性 中央農業試験場 受託研究 8

　環境変動に順応したコンブ養殖技術の開発 函館水産試験場 受託研究等 9

　潟湖を活用した新たなサケ放流技術の開発 さけます・内水面試験場 重点研究 10

　ホタテガイ活貝輸送技術の開発 中央水産試験場 重点研究 11

　気候変動と漁業の将来予測技術の開発 中央水産試験場 経常研究 12

　風倒害を受けにくい森づくり 林業試験場 重点研究 13

　木造中高層建築のための道産材の活用 林産試験場 公募型研究 14

　胆振東部地震で失われた森林の再生 林業試験場 道受託研究等 15

　レーザ加工を利用した自動車部品用金型の長寿命化技術の開発 工業試験場 重点研究 16

　ワイン製造残渣を利用した新規機能性素材の開発 工業試験場 公募型研究 17

　子実とうもろこし胚芽の食素材化技術の開発 食品加工研究センター 経常研究 18

　次世代型地熱発電の有望地域評価手法の開発 エネルギー・環境・地質研究所 公募型研究 19

　牧草地に適したエゾシカ囲いわなの開発 エネルギー・環境・地質研究所 重点研究 20

　土石流災害危険渓流のリスク評価手法の開発 エネルギー・環境・地質研究所 経常研究 21

　被災者の恒久的な住まいの確保 北方建築総合研究所 道受託研究 22

　木質バイオマスの高効率な熱利用技術の開発 北方建築総合研究所 重点研究 23

建築
研究本部

令和２年度の主な研究成果資料一覧

農業
研究本部

水産
研究本部

森林
研究本部

産業技術環境
研究本部
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道産食品の競争力強化・安定供給に向けた技術開発

成 果

協力機関：食品加工企業、流通販売業者、生産者団体、道庁関係部局、産業支援機関、経済団体等40社・団体

戦略研究

消費者ニーズに応じた道産食品の競争力強化、担い手不足を補う省力化技術による道産食材の
安定供給が求められている。

２ ３ カボチャの収穫作業省力化道産パン・菓子素材の開発１ 食べやすい水産加工品の開発

カボチャ収穫作業の時間が20%短縮

道産食品・食材の高品質・高付加価値化、収穫作業の省力化による食材の安定供給を図る。

期待される効果

カボチャの茎葉処理機

流通範囲拡大

軽労化・生産の効率化

中骨が缶詰相当に軟化し、喫食可能に！

レトルト加工されたブリ

（試作品）

道産素材の添加により特徴の異なるパンが
できる！

道産小麦粉

道産大豆粉など

パン・菓子用生地

道産とうもろこし粉など

焼成

冷凍生地

パン・菓子
小豆粉コーン粉 大豆粉

1

問い合わせ：研究事業部 電話：0１1-747-2809

背 景



環境地質本部 地質研究所

再生可能エネルギー利用拡大の取組み

協力機関：津別町、当別町、足寄町、北海道大学、関係コンサルタント等

戦略研究

再生可能エネルギーや未利用資源を活用した熱利用の促進と
CO2の排出抑制が求められている。

１ ２地中熱 木質バイオマス利用

地下水と地中からの熱交換：地中熱のみの利用
に比べ導入コストが約1/3（採熱量当たり）

熱源システム改善（重油→木チップ）：
暖房の約80%を木で供給

３ 温泉熱・ガス

園芸ハウスでの温泉熱・ガスによる熱
電併用：カーボンニュートラル効果を
検証中

エネルギーをみんなに
そしてクリーンに

SDGs

公共施設

ヒートクラスター方式
※地中熱＋地下水を併用し

た熱交換 地下水

住宅

2

成 果

自治体のエネルギー施策に活用され、エネルギーの地産地消による地域内経済循環に貢献。
CO2の排出抑制によりカーボンニュートラルに貢献。

期待される効果

背 景

問い合わせ：研究事業部 電話：0１1-747-2809



環境地質本部 地質研究所

人口減少社会に対応した新たな地域の運営体制を考える

新たな地域の運営体制が示されることで、持続可能な地域づくりが促進される。

共同研究機関：北方建築総合研究所、十勝農業試験場、中央農業試験場、林業試験場、工業試験場、エネルギー・環境・地質研究所、北海道大学、北海道科学大学
協力機関 ：道庁総合政策部、北海道運輸局、北海道開発局、富良野市、下川町、喜茂別町、芽室町 等

戦略研究

1 先細る本道の地域運営 2

人口減少・過疎化により、従来型の地域運営の継続が難しくなっている。
新たな地域運営のモデル（組織、事業、行政との連携）が求められている。

新たな地域の運営モデルの検討

農村地域では共助による地域
基盤維持が不可欠

住民による水道管理の例住民による水道管理の例
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生活インフラ再編手法

産業施策
コンサルティング手法

新たな地域運営体制づくりのフロー
道内M町の商品券事業による検証
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行政による支援効果のシミュレーション

本道の人口・税収・医療費等の将来予測

波及効果
4,061万

(事業費
の3.4倍)

就業機会増加
への期待も!

直接効果
第一次間接効果

第二次間接効果

3,059万円 479万円 523万円

町内消費喚起額
2,913万円

ex.外食等

町内消費増に
より発生する
町内の新たな需要

479万円
ex.食材等

雇用所得増に
ともなう
消費需要の増加

3

問い合わせ：研究事業部 電話：0１1-747-2809

成 果

期待される効果

背 景



環境地質本部 地質研究所農業研究本部 北見農業試験場

目が浅くて害虫に強いばれいしょ「北育28号」

本研究は農研機構生研支援センター「イノベーション創出強化研究推進事業」の支援を受けて行った。

経常研究

「男爵薯」の一部に置き換え2,000haの普及を見込み、ばれいしょの安定生産、栽培振興に貢献する。

ばれいしょの安定生産には、ジャガイモシストセンチュウ抵抗性品種の開発・普及拡大が
長年の課題である。

１ ２ ３早生で「男爵薯」より多収 病害虫抵抗性が優れる 目が浅く、調理しやすい

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

4,500

北育28号 男爵薯

規
格

内
い

も
重

（
kg

/1
0
a
）

8/20 8/27

ジャガイモシストセンチュウ発生地域の拡大

1970年代
1980年代
1990年代
2000年代
2010年代

「北育28号」は、「男爵薯」より
皮がむきやすく、加工しやすい。
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北育28号
目が浅い

男爵薯
目が深い

4

問い合わせ：北見農業試験場 電話：0157-47-2146（代表）

成 果

期待される効果

背 景
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飽食 ８kg/日 6kg/日 4kg/日

触診スコア（脂肪の付き具合）が適正範囲外の
時は給与量の改善が必要

腹胸比が1.15以下なら飼料摂取量
が不足している

環境地質本部 地質研究所農業研究本部 畜産試験場

太りすぎ・痩せすぎを防ぐ和牛の栄養管理

協力機関：日高農業改良普及センター、胆振農業改良普及センター、十勝農業改良普及センター、網走農業改良普及センター、釧路農業改良普及センター、
根室農業改良普及センター

経常研究

黒毛和種繁殖めす牛の栄養状態をチェックすることで繁殖成績が向上し良い子牛が安定的に生産できる。

繁殖めす牛の太りすぎ（過肥）や痩せすぎ（削痩）は繁殖生理上問題であり、客観的な評価に基づく
栄養管理が必要である。

１ ２ ３腹胸比で摂取量確認

腹囲の測定

触診で過肥･削痩傾向の確認
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1.15

不足 充足

胸囲と腹囲の測定と３か所の触診で
栄養状態をチェック

黄色が適正範囲

青点線：飼料摂取量確認のための測定部位
赤丸：過肥・削痩傾向確認のための触診部位

5

問い合わせ：畜産試験場 電話：0156-64-0616（代表）

成 果

背 景

期待される効果
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環境地質本部 地質研究所農業研究本部 中央農業試験場

小麦なまぐさ黒穂病防除対策の決定版

共同研究機関：道総研上川農業試験場
協力機関 ：北海道農研・畑作物開発利用研究領域・小麦育種Ｇ、北海道農政部生産振興局技術普及課

公募型研究

道内各地のなまぐさ黒穂病発生地での防除対策に活用。

新規の病原菌によるなまぐさ黒穂病が発生。
僅かな発病でも貯蔵タンク全体を汚染、経済的に甚大な被害が懸念。

１ ２道内の品種はすべて対策必須 ３つの対策で極めて高い効果

発病穂発病穂

・適期播種
・適正深度

種子塗抹剤A

＋ ＋

薬剤Bを根雪前散布

ゆめちから

きたほなみ

健全穂健全穂

播種日 深度

対策無 10/3 0.9cm

対策有 9/18 2.6cm

6

問い合わせ：中央農業試験場 電話：0123-89-2001（代表）

成 果

背 景

期待される効果



環境地質本部 地質研究所農業研究本部 中央農業試験場

黄色LEDでスイートコーンを夜行性ガ類から守る

経常研究

有機・特栽農産物の商品化率が向上し、光防除による商品の差別化で高価格販売も期待できる。

有機・特別栽培のスイートコーンでは夜行性ガ類（アワノメイガやオオタバコガ等）の被
害を防ぐ手段がない。

１ １ルクス以上で被害抑制

共同研究機関：道南農業試験場

アワノメイガ幼虫アワノメイガ幼虫

被害株

黄色LED

3 商品化率が上昇

90

92

94

96

98

92.5

97.2

無防除 LED導入

商
品

化
率

（
％

） 商品の量
5％UP！

オオタバコガ幼虫オオタバコガ幼虫

2 黄色LEDによる防除方法

草丈より高く設置

１ルクス以上を保つ間隔

??
毎日夜間に点灯

１ルクス
以上の範囲

健全株
＊1マス1株

7

問い合わせ：中央農業試験場 電話：0123-89-2001（代表）

成 果

背 景

期待される効果



環境地質本部 地質研究所農業研究本部 中央農業試験場

米作りを支える種子生産の経済性

受託研究

種子の生産は、一般栽培に比べて手間やコストがかかる。
生産現場から、価格計算に必要な生産費の計測が要請。

１ ２種子米に要した労働時間は？

単位
時間/10a

種子米 一般米

育苗 5.1 5.2
耕起・施肥 2.0 2.1
田植 3.0 2.4
防除 0.2 0.2
管理 6.8 3.2
収穫・乾燥・選別 2.8 2.4
その他 2.6 1.3

合計 22.4 16.7

・管理時間は一般米の2倍以上

種子米の生産コストは？

・採算性のとれる種子価格の設定

水稲種子の価格計算の参考にする。
種子の生産支援体制の検討時にも活用できる。

3 種子米農家の確保に向けて

円滑な機械の更新が実現

１年目
育種家種子

実施：道総研

２年目
原原種

実施：北海道
委託：ホクレン

３年目
原種

実施：北海道
委託：採種組合

４年目
採種

実施：JA
委託：種子米農家

５年目
一般米の農家に

水稲の種子が一般米の農家に届くまでの流れ

現状の種子価格の下で
古い機械を我慢して使用

21,195円/60kg

22,098円/60kg

（円/60kg）

生産コスト＞種子価格

・生産コストを下げる努力

一般米農家の価格への納得を得るため
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問い合わせ：中央農業試験場 電話：0123-89-2001（代表）

成 果

背 景

期待される効果



環境地質本部 地質研究所水産研究本部 函館水産試験場

環境変動に順応したコンブ養殖技術の開発

海洋環境変動をふまえて養殖スケジュールを調整し、養殖コンブの生産安定化や品質向上が可能になる。

共同研究機関（または協力機関）：南かやべ漁協、えさん漁協、戸井漁協、銭亀沢漁協、函館市漁協、函館市

高水温化等の環境変化によって種苗生産や海中での養殖時期が遅れ、養殖コンブの生長や品質が低下している。

成熟誘導によって、
早期に種苗生産した
促成養殖マコンブ

１ 成熟誘導で種苗生産を早期化 ２ 養殖コンブの生長が促進

7月 8月 9月 10月 11月 12月 ･･･ 6月 7月

光と水温を制御して
コンブの成熟時期を早めます

高水温化･･･
種苗生産の遅れ

養殖期間が長期に！

新技術

収穫

収穫

種苗生産 海中での養殖

種苗生産 海中での養殖

新技術（早期海中養殖）従来法

・12月時点で生長は従来法の８倍に

週刊水産新聞掲載 R3.4.12

従来法

2ヶ月早く種苗生産が開始

成熟誘導
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問い合わせ：函館水産試験場 電話：0138-83-2892（代表）

受託研究等

成 果

背 景

期待される効果



0

0.1

0.2

0.3

0.4

0.5

0.6

海中 藻散布 幌戸

平
均
成
長
率
（
㎜
/日
）

藻散布沼 幌戸沼

環境地質本部 地質研究所水産研究本部 さけます・内水面水産試験場

潟湖を活用した新たなサケ放流技術の開発

共同研究機関（または協力機関）：（北海道大学、浜中町さけます振興事業協会、浜中漁業協同組合、散布漁業協同組合、十勝釧路管内さけ・ます増殖事業協会）

重点研究

道東太平洋域に豊富に分布する潟湖での活用促進により、サケ漁獲量の回復が期待される。

近年、道東太平洋海域でサケ漁獲量が急減しており、回帰率向上を実現する放流技術の開発が
求められている。

１ ２ ３道東に多い潟湖への放流に着目 成長率の向上 回帰率の飛躍的向上

0

0.04

0.08

0.12

0.16

近隣河川 幌戸沼

回
帰
率
（
％
）

河川放流群の
3.5倍の回帰率

（潟湖放流群）
海中飼育

もちりっぷ

ぽろと

海中飼育の119-128%

誤差線は標準偏差

ひちりっぷ
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問い合わせ：さけます・内水面水産試験場 電話：0123-32-2135（代表）

期待される効果

成 果

背 景



環境地質本部 地質研究所水産研究本部 中央水産試験場

ホタテガイ活貝輸送技術の開発

共同研究機関：食品加工研究センター
協力機関 ：小樽市漁業協同組合、岩内町地場産業サポートセンター、北海道水産林務部水産経営課水産食品振興G

重点研究

ホタテガイ生産者と活貝輸出業者への普及と連携による、活貝の品質向上と輸出拡大の推進。

韓国向けの活貝輸出は日本海漁業の重要な収入源となっているが、活貝の生存率低下や品質が
課題である。

２ ３１ 出荷前の活力維持 低温蓄養が活力維持 活貝輸送マニュアル

ホタテガイ荷積場
（海水掛け現場）
ホタテガイ荷積場
（海水掛け現場）

＊数字はアルギニンリン酸量（μmol/g）

韓国到着時の
生存率１００%

出
荷

前
の

ホ
タ

テ
活

力

高い

中位

低い

海水掛け: 無し 無し 有り
遮 光 : 有り 無し 無し

出荷処理前のポイントⅠ

①海水掛けと遮光

②作業時間の迅速化
（夏場は1.5時間以内）

輸送中のポイントⅡ

①輸送水温は低水温
（5℃以下推奨）

②酸素供給や
海水交換も有効

出
荷

前
の

ホ
タ

テ
活

力 高い

中位

低い

韓国到着時の
生存率１００%

＊数字はアルギニンリン酸量（μmol/g）

蓄養日数:  3日後 ４日後 ３日後 ４日後
蓄養温度:         5℃ 10℃

11

問い合わせ：中央水産試験場 電話：0135-23-7451（代表）

成 果

背 景

期待される効果



環境地質本部 地質研究所水産研究本部 中央水産試験場

気候変動と漁業の将来予測技術の開発

協力機関：札幌管区地方気象台

経常研究

本道周辺の海水温が上昇し、獲れる魚の種類や量が変化している。
気候変動が水産業に与える影響の把握が急務。

３ サケ放流適期の将来予測

コン
ブ漁
獲
量
比

道東コンブ漁獲量の将来予測２

※2001-2019年の漁獲量の平均値
を1.0として図示。

グレーの範囲：95%誤差範囲

○漁獲量の減少

○期間が長期化
○生残に有利

○期間が短期化
○生残に不利

様々な水産資源への影響を評価することにより、気候変動を見据えた水産施策
や漁業者の事業計画に活用される。

海
面

水
温

の
上

昇
幅

(℃
)

※2006-2015年の海面水温の平均値
を0として図示。

１ CO2削減取り組み毎の水温上昇

RCPの数値が小
さいほど規制が
強く温室効果ガ
スの排出量が少
ない。
※気象研究所の気候モ
デルを利用

放流適期水温8～13℃の期間

中央水産試験場
前浜の水温変化
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問い合わせ：中央水産試験場 電話：0135-23-7451（代表）

成 果

背 景

期待される効果



環境地質本部 地質研究所

風倒害を受けにくい森づくり

共同研究機関：林産試験場
協力機関 ：北海道水産林務部 森林整備課・森林計画課・道有林課・森林活用課、池田町、十勝総合振興局 森林室普及課・森林整備課

道内における木材生産量、植栽面積の8割を占めるカラマツ・トドマツの風倒害低減が可能。

2000年以降、北海道に上陸する台風が増加傾向にあり、収穫期を迎えたカラマツ・トドマツ人工林の
風倒害増加が懸念されている。

２ 風倒害に配慮した林業どんな森林が風倒害を受けにくい？１

引き倒し試験

間伐方法を改善し風倒害に強い森をつくる

風倒被害を受けたカラマツ人工林

樹高・幹直径等から人工林
の耐風性を評価

普及パンフレット

立木密度が低いと幹が太く風に強い

耐 風 性

低
高

立
木

密
度

小 大

立
木

密
度

（
本
/h
a）

林齢（年）

従来方法

風倒害対策
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問い合わせ：林業試験場 電話：0126-63-4164（代表）

重点研究森林研究本部 林業試験場

成 果

背 景

期待される効果



スギ カラマツ
MX60 MX120
（低） （高）

9.9万円

6.5万円

CLTの
強度等級

環境地質本部 地質研究所

木造中高層建築のための道産材の活用

道産カラマツCLTの低コスト化により中高層建築物の木造化に貢献。

カーボンニュートラルに向け都市の木造化を実現するため、高強度なカラマツCLT
（直交集成板）の低コストな製造・接合技術が必要。

１ 新たな製造方法 ２ 新たな接合技術 ３ 建築コストの低減

共同研究機関：協同組合オホーツクウッドピア、北海道プレカットセンター株式会社
協力機関 ：(一社)北海道建築技術協会、北海学園大学、(株)竹中工務店、(株)石本建築事務所、山本ビニター(株)、(株)オーシカ

高強度CLTで躯体パネル数とコストを削減

CLT接合金物

金物の変形量（㎜）

高周波式プレス

耐力1.5倍

15.0万円

10.7万円

34%減29%減

カラマツCLTを用いた
北の森づくり専門学院

CLTの構成

高耐力ビスでビス本数を３分の２に削減カラマツCLTの低コストな製造技術を確立
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問い合わせ：林産試験場 電話：0166-75-4233（代表）

公募型研究森林研究本部 林産試験場

成 果

背 景

期待される効果



0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

2.5

3.0 カラマツ
トドマツ
アカエゾマツ

環境地質本部 地質研究所

胆振東部地震で失われた森林の再生

共同研究機関：石川県立大学生物資源学部、北海道大学農学研究院
協力機関 ：北海道水産林務部森林整備課、厚真町、道有林課、胆振総合振興局森林室、コロラド大学

復旧対策推進のため、崩壊斜面の実態把握や植栽試験を実施することで早期の森林再生に貢献。

胆振東部地震では大規模な斜面崩壊によって4,000haを超える森林が失われ早期の
森林再生が求められている。

１ 復旧指針作成のための実態調査とデータの提供 植栽試験の実施２

表層土壌が崩落した斜面

土壌評価別の植栽木の成長

土壌
評価

良 中 悪

早期の植生回復と森林再生には
カラマツが有効

崩壊斜面4,200haの復旧指針
（胆振東部森林再生・林業復興会議）

植林・自然回復等に
よる総合対策区域

42%植林区域
52%

自然回復区域
5%

町による復旧方法の検討等に活用

直
径

成
長

（
m
m

）

崩壊面積、傾斜、土壌等により
復旧手法を類型化

UAV等による崩壊斜面の３Dモデル作成
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問い合わせ：林業試験場 電話：0126-63-4164（代表）

道受託研究等森林研究本部 林業試験場

成 果

背 景

期待される効果



露出部Aの組織写真

環境地質本部 地質研究所

レーザー加工を利用した自動車部品用金型の
長寿命化技術の開発

共同研究機関：ホクダイ（株）、北見工業大学、室蘭工業大学、苫小牧市テクノセンター
協力機関 ：トヨタ自動車北海道(株)、いすゞエンジン製造北海道(株)、（株）松本鐵工所、松江エンジニアリング(株)、（株）産鋼スチール

重点研究

１ レーザーにより溶接補修部の硬さが回復

産業技術環境研究本部 工業試験場

ダイカストメーカーの金型補修コストを20％以上削減。金型補修業務の道内での受注拡大。

軟化部表層の
硬さが回復

2 補修金型の耐久性向上

6900

11200
11900

0

5000

10000

15000

製
品
不
良
が
発
生
し
た

鋳
造
回
数

補修金型
レーザー照射

なし

補修金型
レーザ照射
あり

新作金型

（従来補修）

アルミダイカスト用金型は、ひび割れなどの発生が避けられないため補修を繰り返す必要があり、
補修部の耐久性向上が望まれている。

ダイカスト(金型圧入鋳造)概略図

補修部のレーザー照射により耐久性が60％向上

従来補修

肉盛溶接
母材に軟化部
(黒線)と硬化
部(白線)発生

ひび割れ発生 表面研削
軟化部露出

↓
ひび割れの元

ひび割れ部
切削除去

レーザー照射

（開発技術）

成型時

金
型

金
型

製
品溶

融
ア
ル
ミ

数10秒
サイクル

金
型

金
型

離型時

製品

ひび割れ

開発技術

レーザー照射後の組織写真

0.5mm

熱影響部
（軟化部）

熱影響部
（硬化部）

0.5mm

A
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問い合わせ：工業試験場 電話：011-747-2321（代表）

成 果

背 景

期待される効果



環境地質本部 地質研究所産業技術環境研究本部 工業試験場

ワイン製造残渣を利用した新規機能性素材の開発

共同研究機関（または協力機関）：北海道ワイン株式会社、道総研 エネ環地研、北海道科学大学、昭和大学

公募型研究

食品製造残渣を有効利用し、臨床試験を経た機能性表示食品の製品化。

ワイン製造残渣(ブドウの絞りかす)にはポリフェノールなどの有用成分が含まれているにも
かかわらず、有効利用法は確立されていない。

１ ２機能性が高く有効利用しやすい粉末製品製造法を確立 有用成分と期待される用途

開発した機能性粉末(果皮粉末)

分離
種子と果皮を簡便な
方法で、且つ90％
以上の高精度で分
離する技術を開発

※「特願2021－
041950」

ワ
イ
ン
製
造
残
渣

種
子

乾
燥

果
皮

粒
度
調
製

種子粉末
有用成分：
フラバン-3-オール類(心血管の機能を保つ)
リノール酸(肌の保湿)など

用途
化粧品原料、食品素材、油脂抽出

果皮粉末
有用成分：
フラボノール類(血圧低下作用)、
レスベラトロール(抗酸化物質)など

用途
食品素材

粒
度
調
製

ブドウの絞りかす
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問い合わせ：工業試験場 電話：011-747-2321（代表）

成 果

背 景

期待される効果



環境地質本部 地質研究所産業技術環境研究本部 食品加工研究センター

子実とうもろこし胚芽の食素材化技術の開発

協力機関：JAそらち南、江別製粉（株）、ほか食品企業4社、藤女子大学など

経常研究

製造副産物「子実とうもろこし胚芽」の利活用および胚芽の製品化の推進。

道産コーングリッツの製造では、胚芽を含む副産物が生じる。胚芽には食品素材の
潜在的価値が期待される。

１ ２ ３副産物からの
胚芽の分離技術の開発

脂肪肝抑制の可能性
パン・菓子への
利用ニーズの確認

0
20
40
60
80
100

1 2対照 10％胚芽
添加餌

蓄積抑制

副産物から分離した食素材「胚芽」

協力企業の胚芽利用の要望を複数取得 食素材中の胚芽含有量90％以上を達成 ラット肝臓での脂質蓄積抑制を確認

胚芽
（扁平状）

胚乳（細粒状）

副産物

圧ぺん処理
（ロール粉砕機）

ふるい別処理
（目開き2.8mm）

ラ
ッ
ト
肝
臓
中
の
総
脂
質

胚芽

（mg/g）
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問い合わせ：食品加工研究センター 電話：011-387-4111（代表）

成 果

背 景

期待される効果



環境地質本部 地質研究所産業技術環境研究本部エネルギー・環境・地質研究所

次世代型地熱発電の有望地域評価手法の開発

2050年ゼロカーボン達成に向けた将来の実用化にあたり、更なる有望地域探索、詳細調査における評価手法として
活用が期待される。

共同研究機関（または協力機関）：産業技術総合研究所、北海道大学、地熱技術開発株式会社 ほか

公募型研究

再エネ導入拡大のため、大規模地熱発電の実現に向け、
有望地域・資源量（発電能力）の評価手法が求められている。

１ ２有望地域・資源量評価手法を開発 道内で有望地域を抽出し、資源量を評価

従来型 次世代型

マグマ

従来型および次世代型地熱発電の
ターゲットとなる地熱資源貯留層（模式図）

道内最大規模である北海道電力森地熱発電所
（25MW)の４倍以上の発電能力を推定

※NEDO資料に加筆

従来よりも
深部・規模大

マグマ由来の塩水

天水

資源量評価
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問い合わせ：エネルギー・環境・地質研究所 電話：011-747-3521（代表）

成 果

背 景

期待される効果



0
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従来 新型

捕
獲

数
（

頭
/基

・
年

）

環境地質本部 地質研究所産業技術環境研究本部 エネルギー・環境・地質研究所

牧草地に適したエゾシカ囲いわなの開発

共同研究機関：林業試験場、工業試験場、酪農学園大学

重点研究

市町村や地域協議会への普及による牧草被害の低減と利活用しやすいシカ肉の確保。
北海道産ジビエの利活用率向上による地域振興。

エゾシカによって毎年約20億円の牧草被害が発生。
銃より安全性が高く、シカ肉を利活用しやすい捕獲法が求められている。

１ 従来にはなかった4つの特徴 2 効果的な捕獲の実現

牧草地に適した新型の囲いわなの特徴 従来と新型の囲いわなの捕獲実績

①誘導柵
③通路型

②連結扉

④牧草ロール壁

①誘導柵

電気柵によってシカを扉まで誘導

②連結扉

広い入口でシカの警戒心を低減

③通路型

見通しがよく、シカが侵入しやすい

④牧草ロール壁

牧草地での入手が容易

飼料として再利用可能

シカが見慣れた構造物

従来の２倍以上の捕獲に成功

捕獲後に牧草被害が1/5に低減
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問い合わせ：エネルギー・環境・地質研究所 電話：011-747-3521（代表）

成 果

背 景

期待される効果



環境地質本部 地質研究所

土石流災害危険渓流のリスク評価手法の開発

土砂災害警戒区域指定など北海道の行政施策に活用
道民の安全・安心な暮らしに貢献

共同研究機関：北見工業大学
協力機関 ：建設部土木局河川砂防課、水産林務部林務局治山課

経常研究

近年の豪雨により全国で土石流災害が増加。
土石流災害のリスクが高い渓流を把握し、防災対策を効果的に進める。

１ ２全道の沖積錐と集水域を可視化

産業技術環境研究本部 エネルギー・環境・地質研究所

機械学習による危険渓流の抽出

500 m

沖積錐はないが、潜在的なリスクが
高い渓流を推定することが可能に

全道の沖積錐を抽出し、高リスクの渓流を持つ集水域を視覚化

波恵川（日高管内）の例

沖積錐
渓流で繰り返し発生した土石流
により形成された扇状の堆積地形

沖
積
錐

あ
り

土
石
流
危
険
渓
流
の
抽
出

ਃ
༊
৾
ಆ
に
よ
る
地
形
因
子
分
析

沖
積
錐

な
し

波恵川の例（87渓流）

高い正答率（87渓流中の82渓流が
分布図と一致）

集水域の地形解析

ちゅうせきすい
渓流

全道の沖積錐・集水域

約5000箇所

沖積錐のない
集水域

N

集水域

←沖積錐

　　　現地

判定

沖積錐
有り

沖積錐
無し

沖積錐
有り

33（○） 1（×）

沖積錐
無し

4（×） 49（○）

あり

あり

なし

なし
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問い合わせ：エネルギー・環境・地質研究所 電話：011-747-3521（代表）

成 果

背 景

期待される効果



環境地質本部 地質研究所

被災者の恒久的な住まいの確保

協力機関：北海道建設部住宅局住宅課、厚真町、安平町、むかわ町

道受託研究

成果は、北海道の「住宅の災害対応マニュアル」に反映され、今後の災害において道内市町村が活用。

被災者が仮設住宅から自宅や賃貸住宅などの恒久的な住まいに円滑に移り住むことができるよう、
地方自治体による支援が必要である。

１ ２ 住まいの確保に向けた「タイムライン」の作成住まい確保の課題の明確化

安平町が被災者向けに
整備した公的賃貸住宅

事前 応急期～20日

被災住宅

仮設住宅

恒久的住まい

空室把握

住宅相談会開催

被害調査

ເ
୲
৓
ક
ऽ
ः
भ
ન
৳

みなし仮設住宅

建設型仮設住宅

公的賃貸住宅整備

建設型
応急仮設住宅

課題を踏まえ、「いつ」「何を」「どのように」行うかを時系列に整理し提示

自宅新築・購入

自宅修繕

既存賃貸住宅等入居

復旧期4～5週 復興期～1年 復興期～2年

応急修理

仕様検討 戸数・仕様協議

入居手続き 入居

建設 入居

避難所運営

【復旧期】技術相談【復興期】資金相談

建設･購入

修繕

補助等支援策創設

災害査定

用地確認 用地確保

住宅相談会

意向把握

入居

方針
決定

৅
಼

設計 工事施工

仮設住宅の供与期間≦2年間

0%

20%

40%

60%

80%

100%
町外移転
公的賃貸住宅
自宅新築
その他
民間賃貸住宅
公的賃貸住宅
中古住宅購入
自宅修理
仮設住宅居住者

既
存
住
宅
活
用

建
設

仮設住宅
入居率

仮設住宅からの住み替え過程を整理し、
住まい確保のための課題を明確化

人口流出を防ぐ

既存住宅の活用

迅速な対応が必要

発災後1年 発災後2年

工事の平準化

図 恒久的な住まい確保の
進捗と内訳(安平町)

事前協議
情報提供

意向把握のためのモデル調査票、公的賃貸住宅整備の収支計算ツールなどを提供

空き家把握

（累積）

建築研究本部 北方建築総合研究所
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問い合わせ：北方建築総合研究所 電話：0166-66-4211（代表）

成 果

背 景

期待される効果



環境地質本部 地質研究所

木質バイオマスの高効率な熱利用技術の開発

共同研究機関：林産試験場、エネルギー・環境・地質研究所
協 力 機 関：林業試験場、旭イノベックス株式会社、株式会社大阪テクノクラート、道内市町村

重点研究

道内の公共施設や民間事業者において本技術が活用され、木質バイオマスの普及が図られる。

木質バイオマスの普及促進のため、安価で高品質な乾燥木チップと効率的な熱利用技術の
開発が求められている。

１ ２木チップの乾燥技術の開発

建築研究本部 北方建築総合研究所

温水暖房システムの搬送動力削減技術の開発

‣低コストで高品質な木チップを製造する技術を開発

開発した技術を道立北の森づくり専門学院に実装

日射利用・送風 高品質木チップ
(水分15%以下)

農業用ハウス
・コンテナ

木チップを
収容した
農業用コン
テナ

送風ファン
(1日12時間
の送風)

農業用ハウス

乾燥を促進
する最適な
積み方

ポンプ流量制御熱の多段階利用 搬送動力の削減

内部の配管

換気予熱装置を開発

ポンプ
（小型化）

Ｐ

木
チ
ッ
プ
ボ
イ
ラ

暖
房

電動バルブ

外気

バルブの開度による
安価な流量制御技術

制御

本研究で開発した技術

ポンプ
Ｐ

温水の流れ

暖
房

従来の汎用的な技術

暖房機を通過後の中温水を
給気加温にも利用

‣熱を効率的に利用することで温水流量を縮減（ポンプの小型化）

‣開発した流量制御技術によってポンプの運転を最適化

木
チ
ッ
プ
ボ
イ
ラ

給気加温

給気
外気

ポンプ搬送動力
50％削減
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問い合わせ：北方建築総合研究所 電話：0166-66-4211（代表）

成 果

背 景

期待される効果
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